




































































































総数 一般世帯 高齢老世帯 母子世帯
世　　　帯　　　数 7，617 6，748 769 100
世帯人員（人） 3．41 3．63 1．59 2．74
有業人員（人） 1．59 1．72 0．48 1．07
当初所得（万円） 468．7 511．0 137．2 159．1
再分配所得（万円） 466．9 491．4 284．5 218．6





























































































































































































60 4．5 2．4 2．0 　 6．3 5．2 1．1 一
65 4．6 2．1 2．5 　 6．5 5．0 1．1 0．4
70 4．7 1．7 2．8 0．2 8．9 6．0 2．2 0．7






60 10．2 7．0 3．2 一 14．6 11．9 2．7 一
65 11．0 7．7 3．3 一 15．7 12．5 3・一一70 12．9 8．6 3．5 0．8 16．0 12．1 3．9




60 12．5 10．1 2．4 一 10．7 7．8 2．9 ｝
65 14．7 11．3 3．4 一 13．3 9．6 3．7 一
70 14．1 10．1 4．0 一 18．4 10．5 6．2 1．7










































































































































































































































































































本 ? メ　　リ ?
?
ギ　リ ス
1955 14．9 2．2 17．1 21．0 2．6 23．6 26．7 3．1 29．8
60 15．7 2．5 18．2 22．7 3．8 26．5 24．9 3．6 28．5
65 14．3 4．0 18．3 21．6 4．2 25．9 25．9 4．7 30．6
70 15．3 4．4 19．7 23．6 5．6 29．2 32．0 5．2 37．工
75 14．9 6．1 20．9 2L9 7．1 29．0 29．3 6．2 35．4
西 ド　イ ツ フ ラ　ン ス スウェーデン
1955 23．3 7．5 30．8 噸　　◆ 25．0 0．5 25．7
60 22．7 8．6 31．3 26．0 1．2 27．2
65 23．1 8．5 31．6 23．011．9 35．0 31．1 4．3 35．4
70 22．9 10．0 32．9 22．3 12．7 35．1 34．2 6．0 40．2
75 23．8 12．0 35．7 21．95．0 36．9 35．3 8．6 43．9
　（出所）OECD，　Revenue　Statistics　of　OECI）Member　Countries　1965－1987，1988，
　　　pp．　83，　84，　89，　191，　193，
負担型ということになる。さらに保険料の内訳も一様ではない。被保険者と
雇主の負担割合は国によって大きく異なっている。スウェーデンとフランス
は雇主の負担割合のもっとも大きい国である。これに対して日本はそれの
もっとも小さい国である。
　これらの割合が異なれば，社会保障支出が社会のいかなる階層によって負
担されるかも異なってくる。さらに同じく公費負担であっても，租税構造が
異なればその負担者も異なってくるであろう。社会保障財政の所得再分配作
用を分析するためには，社会保障給付の受益者が誰であるかという問題と同
時に，社会保障収入の負担者が誰であるかという問題も合わせて検討されな
ければならない。しかし，ここではそうした問題にまで立ち入ることはでき
ない。
　いずれにしても，社会保障支出の増大は社会保障収入の増大を必要にし，
社会保障収入の増大は保険料収入の増大によってであれ，公費負担の増加を
介した租税負担の増大によってであれ，国民の負担を増大させる。社会保険
料と租税の合計額の対GDP比率は国民負担率と呼ばれる。国民負担率は高
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経済成長の時期にどこの国でも増大している（表10）。
　国民負担率の増大は，経済の高成長が続き，実質所得水準の急速な上昇が
続いているあいだは比較的受け入れられ易い。しかし経済が低成長に転じ，
実質所得水準の上昇がやみ，あるいは小幅なものにどどまるようになると事
態は一変する。負担率の増大に対する抵抗が一挙に強まってくるのである。
それによって社会保障制度の発展も軌道修正を迫られることになるが，これ
については稿を改めて述べるのが適当であろう。　　　　　　　　　（了）
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